
(単位：円）

    科　　　　目 金　　　　額    科　　　　目 金　　　　額

  （ 資 産 の 部 ）    ( 負 債 の 部 )

 流 　動   資   産 7,098,827,082  流   動   負   債 2,629,083,498

現 金 預 金 35,443,094 買 掛 金 1,565,933,632

受 取 手 形 302,155,805 未 払 金 741,204,893

売 掛 金 2,760,652,630 未 払 費 用 57,682,785

未 収 入 金 607,639,345 預 り 金 31,045,322

契 約 資 産 375,028,500 前 受 金 25,559,444

短 期 貸 付 金 2,831,411,755 賞 与 引 当 金 103,738,300

分 譲 土 地 建 物 23,469,987 未 払 法 人 税 等 65,640,100

商 品 55,838,294 未 払 消 費 税 等 38,063,100

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 46,102,719 そ の 他 の 流 動 負 債 215,922

未 成 工 事 支 出 金 27,332,058  固   定   負   債 504,279,216

前 渡 金 1,762,215 長 期 預 り 保 証 金 158,236,500

前 払 費 用 27,094,276 退 職 給 付 引 当 金 339,642,716

そ の 他 の 流 動 資 産 5,693,415 そ の 他 固 定 負 債 6,400,000

貸 倒 引 当 金 △ 797,011

 固 　定   資　 産 3,206,377,528

  有 形 固 定 資 産 1,802,015,659

建 物 構 築 物 364,049,973

機 械 装 置 22,195,386

車 両 運 搬 具 7,346,811 3,133,362,714

工 具 器 具 備 品 17,625,036

土 地 1,383,767,583    ( 純 資 産 の 部 )

建 設 仮 勘 定 7,030,870  Ⅰ 株   主   資   本 6,836,794,923

  無 形 固 定 資 産 101,401,314 　１ 資    本     金 96,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 82,120,014 　２ 資 本 剰 余 金 104,000,000

電 話 加 入 権 6,287,720   (1)その他資本剰余金 104,000,000

施 設 利 用 権 362,500 　３ 利 益 剰 余 金 6,636,794,923

その他の無形固定資産 12,631,080   (1)利 益 準 備 金 51,500,000

  投資その他の資産 1,302,960,555   (2)その他利益剰余金 6,585,294,923

投 資 有 価 証 券 1,035,765,487 別 途 積 立 金 2,988,600,000

長 期 前 払 費 用 399,210 固定資産圧縮積立金 70,922,696

差 入 保 証 金 253,884,552 繰 越 利 益 剰 余 金 3,525,772,227

繰 延 税 金 資 産 12,319,976  Ⅱ 評価・換算差額等 335,046,973

そ の 他 の 投 資 8,662,819 その他有価証券評価差額金 335,046,973

貸 倒 引 当 金 △ 8,071,489 7,171,841,896

10,305,204,610 10,305,204,610
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

タイヤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　個別による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

                        　　  簿価切下げの方法) を採用しております。

商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　主として最終仕入原価法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の

                        　　  低下に基づく簿価切下げの方法) を採用しております。

原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　 　 　：　最終仕入原価法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の

                 　　         低下に基づく簿価切下げの方法) を採用しております。

分譲土地建物　　　　　　　　　　　　　　　：　個別による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

                     　　     簿価切下げの方法) を採用しております。

未成工事支出金　　　　　　　　　　　　　 ：　個別による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

                     　　     簿価切下げの方法) を採用しております。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式　　　　　 　　　　　　　 　　：　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　　　市場価格のあるもの　　　　 　　　　：　時価法を採用しております。

               　　　 　　   （評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）

　　　市場価格のないもの　　 　　　　　  ：　移動平均法による原価法を採用しております。

(3)有形固定資産の減価償却の方法は定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降取得の建物および2016年4月1日以降取得の建物附属設備・構築物は

定額法によっております。

取得価額が10万円以上20万円未満の少額資産については、3年間で均等償却する方法を採用しております。

(4)無形固定資産の減価償却の方法は定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(5)引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　：　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

　　　　　　　　　　　　　　 　 　　貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

　　　  　　　　　　　　　　　 　 　 回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　：　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額

　　　　 　　　　　　　　　 　　　　 のうち当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　：　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

　　　   　　　　　　 　　　　　　　 の見込額に基づき計上しております。

工事損失引当金　　　　　　：　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末における未引渡工事

　　　   　　　　　　 　　　　　　　 の損失見込額を計上しております。

(6)収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を

適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。

なお、建設事業の工事部門のうち工事進行基準以外の案件は完成基準、進行基準を適用する案件は

工事進行基準、建設事業の管理部門、タイヤ事業は引渡基準、それ以外の事業は出荷基準で収益を

計上しております。

２．当期純損益金額

当期純利益 306,088,098 円

個　別　注　記　表


